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アプリケーション制御システムの
オープン化に向けたオフショア適用事例

－レガシー・アセンブラのオープン化への取り組み－

　最近、「レガシーシステムのオープン化」というニーズが高まってきている。オープン化とは、IBM、日立、富士通、

NEC、UNISYSの既存メインフレームのシステムをUNIX、Linuxのオープン・プラットフォームに移行することであり、

近年の技術革新により今まで不可能とされていた基幹システムが、TCOで有利性のあるオープン・システム上でも稼動

可能となってきたことが背景にある。

　しかし、オープン化する上で共通している技術ネックが、アセンブラ言語で書かれたユーザ開発のアプリケーション

制御プログラムの存在であり、それがオープン化へ移行する際のハードルを高くしている。

　ここでは、インドのHCL社と協業して、アセンブラ言語で書かれたアプリケーション制御プログラムをC言語で再構

築することによりオープン化のハードルをクリアしたプロジェクトの事例を紹介し、オフショア委託プロジェクトを成

功に導くためのキーポイント、注意事項等について提言した。
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図１　全体システム構成
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プロジェクトの低コスト化を主眼としてオフショアの活用

を図ることを目的として「オフショア推進センター」を設

立し、インドHCL社との協業を推進してきた。

　こうした背景の下で今回のオープン化プロジェクトでは

「確立されたコンバージョン技術と、オフショア活用によ

る制御基盤再構築」という２本柱で、お客様から要求され

ている「短期間・低価格」での開発を提案し、実現した。

 2. プロジェクト概要

 2.1. 全体システム構成

　図１に示すように、現行システムはOS/390の下で基幹

システムが稼動しており、オンラインシステムはCICSを

TPモニタとし、そこに独自のアプリケーション制御シス

テム（以下、「アプリ制御システム」と略す）を作りこみ、

その配下で業務アプリケーション・プログラム（以下、「業

務アプリ」と略す）が稼動している。

　端末はすでに数年前に端末制御サーバの下でWeb化され

ており、MQにより対話型応答の仕組みが確立されている。

　今回のプロジェクトでは、この仕組みを踏襲したままそっ

くりOS/390からオープン環境のAIXプラットフォームに

移行するという計画である。

　2.2. 現行システムの特徴

　本プロジェクトにおけるお客様の現行システムは以下の

ような特徴を持っている。

(1) OS/390プラットフォーム上にCICS、DB2、MQを

利用してオンライン・システムを構築している。

 1. 背景

　近年メインフレームからオープン・システムへのダウン

サイジングが盛んに行われてきたが、これまでは一部のシ

ステムをオープン・システムに分散する部分ダウンサイジ

ングが主流であった。ところが最近になって、「レガシー

・システムのオープン化」と称してメインフレーム全体を

オープン化する要求が高まってきた。その理由は以下の点

にある。

(1) TCOの削減要求

　システムごとに分散させることはそれだけ運用コストが

増えることになり、メインフレーム全体をオープン化しな

ければTCO削減につながらない。

(2) オープン・プラットフォームの能力と信頼性の向上

　IBM System p5に代表される強力なオープン・マシン

の登場により、それまでメインフレーム以外では稼動不可

能とされてきた基幹システムが、オープン環境でも十分稼

動できるだけの能力を備えてきた。

(3) 将来のIT環境の変化への対応

　将来さらにコスト・パフォーマンスの良いハードウエア、

ソフトウエアが登場したときに、アプリケーションの変更

なしでその効果を享受することが求められており、そのた

めにはベンダ依存度の強いメインフレームからの脱却が必

要条件となる。

　当社では2003年からプラットフォーム間のコンバージョ

ン技術に取り組み、ツールによる自動変換を中心としたコ

ンバージョン技術と変換手順の確立を目指し、2004年には

「トランスフォーメーション・センター」として組織化し、

技術の確立とコンバージョン市場の開拓を行ってきた。

　また、一段と厳しさを増す価格競争に打ち勝つために、
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図２　現行オンラインシステムのプログラム構造
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が出ていた。

　この対応として、今回のプロジェクトではトランス

フォーメーション・センターで培ってきたコンバージョン

技術（ツールおよび変換プロセス）を適用し、実践している。

(2) OS/390のJCLはAIX（UNIX）のShellに置き換える。

　JCLについても変換ツールと変換プロセスにしたがった

手変換により、１対１でShellScriptに置き換える方式を

採用した。

(3) 現行のOS/390アセンブラで記述されているアプリ制

　　御システムはC言語による再構築とする。

　アプリ制御システムはCOBOLなどの高級言語でサポー

トされていない細かい操作ロジック（メモリー展開、ビッ

ト操作等）が含まれているため、オープン系の世界でより

自由度の高いC言語で再構築することとした。

(4) 現行のアプリ制御システムの機能・仕組みは一部を除

　　き変更しない。

　本プロジェクトはオープン環境への単純移行を基本とし

ており、現行の機能・仕組みはそのままAIX上に移行する

ことを大前提としている。すなわち新規要件による機能追

加などは一切行わない方針とした。

　以上の基本方針に基づいて、本プロジェクトは「業務ア

プリのコンバージョン」と「アプリ制御システムの再構築」

という２本柱で構成し、後者をオフショアとの協業対象と

した。次項に再構築対象のシステムの概要を紹介する。

 2.4. アプリ制御システムの構造と制御の流れ

　図２は現行のオンラインシステムにおけるアプリ制御シ

ステムの機能構造の概要図である。以下に端末対話処理を

中心として機能の概略と制御の流れを紹介する。

(2) 業務アプリはPL/IとCOBOLの２種類で構成されている。

　PL/I（約1,100本）

　COBOL（約350本）

(3) アプリ制御システムはOS/390アセンブラ言語で構築

されており、業務アプリはその制御基盤の配下で稼動する。

　システム規模：プログラム約300本／約100Kステップ

(4) オンライン・バッチ共、業務アプリの要件に応じて各

種APIが同様にアセンブラ・プログラムで提供されている。

これらもアプリ制御システムの一環として扱われ、以下の

ような機能が存在する。

　　-�	制御要求呼び出し

　　-�	採番・共通テーブルアクセス

　　-�	日付計算

　　-�	文字列操作

　　-�	利息計算、消費税計算等のアプリ共通サブルーチン

(5) オンライン端末・帳票系は、フロントエンドとして端

末制御サーバを立て、Web端末・およびSVF帳票出力を分

担している。（端末制御サーバとはMQ接続）

 2.3. オープン化の基本方針

　今回のオープン化における基本方針は以下のようなもの

であった。

(1) PL/IプログラムはMFCOBOLに全面移行する。

　現行の業務アプリはサブシステム単位にPL/IとCOBOL

に分かれており、開発・維持管理とも異なるスキル分野の

SEが必要となっている。またアプリ制御システムもPL/I

向け、COBOL向けに多少業務環境の提供方式が異なって

おり、システムが複雑化している。今回のオープン化に合

わせて、これを全面的にCOBOLに移行したいという要件
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　状態である。

　　アプリケーション制御プログラムは業務アプリの終了

　状態をチェックし、正常であれば保持された電文情報を

　応答電文の形式に組み立て、応答用のMQに出力する。

⑤取引ログ出力

　　上記一連の取引処理が終了した時点で、入出力電文内

　容、業務アプリからのユーザ・ログを取引ログとして組

　み立て、取引ログMQに出力する。

⑥SYNC/ROLLBACK/例外処理

　　正常処理後にはCICSのSYNCPOINT機能によりすべ

　てのデータベース・MQに対するコミット動作が行われ、

　すべての更新が確定する。

　　例外発生時にはROLLBACK機能によりすべての更新

　を元状態に戻すほかに、オペレータ・コンソールへの

　メッセージ出力、エラー応答電文のMQ出力などの例外

　処理を実行する。

(4) 制御提供API

　アプリ制御システムの一環として、業務アプリからの要

求により動作する制御APIが各種機能を提供している。主

な機能を以下に紹介する。�

①共通エリア取得API�

　　入力電文エリア（TIOA）、アプリ共通エリア（共通

　UWA）、および同一取引内プログラム間で共通に利用

　可能な個別ユーザ・ワーク・エリア（個別UWA）への

　アクセス機能を提供する。

②応答電文出力要求API�

　　業務アプリは、応答電文に必要な情報をすべてTIOA

　のフィールドに設定し、当APIを呼び出す。当APIは、入

　力電文解析と同様に取引区分・種別ごとの編集定義テー

　ブル（LCT）の定義情報に基づいてTIOAフィールドから

　出力電文エリアに編集し、応答電文を組み立てる。

③取引ログ出力要求API�

　　業務アプリからユーザ・ログ出力要求を受け付け、取

　引ログバッファに登録する。

④内部テーブルアクセス用API

　　頻繁にアクセスされる業務情報（端末情報テーブル、

　メッセージ・テーブル等のマスタ・テーブル）はオンラ

　イン起動時に内部メモリー・テーブルに取り込んでおき、

　業務アプリからそれらにアクセスするための各種APIを

　提供している。

　これ以外にも「対外接続用API」、「取引連動要求API」

等の制御用APIのほか、「日付計算」、「文字列変換」等の

(1) 端末制御サーバ

　端末制御サーバはWeb化された端末からの入力を受け、

要求電文として編集してMQに出力する。その後対応する

応答電文をMQより受け入れ、Web端末に応答画面を出力

する。（この部分はオープン化後もそのまま利用すること

とし、今回の移行対象範囲には含まれていない。）

(2) メッセージ受信制御プログラム�

　メッセージ受信制御プログラム（MQリスナ）はCICS

の常駐トランザクションとして起動され、端末制御サーバ

からの要求電文用MQを監視する。MQから要求電文を受

信すると、電文に付加された取引区分にしたがって取引業

務トランザクションを起動する。

(3) アプリケーション制御プログラム

　すべての取引業務トランザクションにおいて、最初に実

行されるプログラムはアプリケーション制御プログラムで

ある。取引業務用の業務アプリはこのプログラムの制御下

で呼び出され、実行する。

　アプリケーション制御プログラムは以下の処理を行う。

①入力電文解析

　　要求電文内の取引区分・種別コードに対応する編集定

　義テーブル（LCT）内の編集定義の内容にしたがって入

　力電文を解析し、端末IOエリア（TIOA）に編集する。

　　LCTは入出力電文の編集定義情報をマクロ記述形式で

　取引区分・種別ごとに記述したテーブルであり、アセン

　ブラ・マクロを駆使した複雑な作りとなっている。

②共通エリア獲得

　　CICSではシステム共通の情報を保持できるエリア

　（CWA）、およびタスクごとの共通情報を保持できるエ

　リア（TWA）を提供しているが、業務アプリで必要な共

　通情報（作業日付、端末情報等の業務共通情報）につい

　ては別途ユーザ・ワークエリア（UWA）を獲得し、その

　中に設定する。業務アプリからは制御システムから提供

　されるAPIを通してそのエリアをアクセスできるように

　している。

③アプリメイン呼び出し

　　上記のほかにTWAエリア編集などの必要環境を整え

　た後、業務アプリのメイン・プログラムである「アプリ

　メイン」を呼び出す。�

④電文出力

　　業務アプリからの電文出力要求は、TIOAへの出力

　フィールド編集後、制御提供のAPIを呼ぶことで完了す

　るが、その時点で電文情報は内部バッファに保持された
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　以上のような課題を解決するため、今回オフショアとの協

業による開発方式を採用した。次章でその事例を紹介する。

 3. オフショアとの協業によるアプリ制御

　　システム移行の事例

 3.1. オフショア採用のポイント

　今回のプロジェクトではアプリ制御システムの部分にオ

フショア開発を適用することとし、他プロジェクトでの協

業実績のあるインドHCL社を採用した。採用決定のポイン

トは以下のとおりである。�

(1) 高い技術力

　HCL社はIBMソフトをはじめサードベンダ・ソフトの委

託開発・保守も手がけており、現役のOS/390アセンブラ

の技術者も多数存在していた。

(2) マン･パワーの存在

　メインフレーム系、オープン系ともに豊富な人材を保有

しており、開発規模・期間に対応して即座に体制を整える

ことが可能であった。

(3) 必要スキル要員

　今回のシステム移行開発のために必要なスキルレンジは

すべてカバーすることができた。

(4) コスト

　当然ながらコスト面での優位性は採用のための大きな決

定ポイントとなった。

(5) 品質管理体制

　HCL社はCMMレベル５を達成しており、組織としての

品質管理体制が確立していた。

 3.2. オフショア開発推進全般における考慮事項�

　オフショア適用に当たり、特に下記の各項を考慮してプ

ロジェクトを推進した。

(1) プロジェクト内容・特性の正確な伝達

　プロジェクト開始前に内容・特性を正確に伝えることは

重要であるが、こちらの情報が翻訳段階で誤訳されたり情

報不足から思わぬ誤解を招かぬように十分な注意が必要で

ある。今回は以下のような内容を事前に英文資料として用

意しておき、現地打ち合わせにてそれをベースとして説明

することにより、プロジェクトのスムーズな立ち上げに結

びつけた。

共通APIも提供されているが、ここでは割愛する。

 2.5. オープン・プラットフォームへの移行課題

　このようなアプリ制御システムをオープン・プラット

フォームに移行するに当たっては、以下の課題をクリアす

る必要があった。

(1) アセンブラ・プログラムの正確な分析

　プログラム設計書のようなシステムの機能を記述したド

キュメントは存在しないか、または初期段階で作られたも

ので、その後のシステム更新に伴う変更内容は反映されて

いない。すなわち現行機能はすべてアセンブラ・ソースコー

ドから正確に読み取らなければならない。

(2) 現行機能を保証してのオープン・プラットフォームで

　　の実現

　OS/390アセンブラはCに比べてはるかに自由度が高く、

またファイルシステムの違いなどで、そのままではAIX環

境で実現できない部分が多く存在する。そのような部分に

ついて、現行機能を保証した形でかつ業務アプリ側に影響

を与えないことを前提としての代替処理方式を策定する必

要がある。

(3) 多岐にわたる必要スキル

　今回のアプリ制御システムをオープン化するためには、

メインフレーム環境とオープン環境両方の知識を前提とし、

かつ以下の要素技術を兼ね備えた人材が必要となる。

　①OS/390アセンブラ

　②AIX・C言語

　③CICS（メインフレーム）、TXシリーズ（AIX）

　④DB2・SQL

　⑤MQ

　⑥COBOL

　特にOS/390アセンブラは過去にはよく使われていたが、

高級言語の普及とマシン性能の飛躍的向上に伴って、現在

技術を保有している人材はかなり少なくなってきている。

(4) 人的リソースの確保

　アプリ制御システムは業務アプリ稼動の前提基盤であり、

業務アプリのテストの前に完成しておく必要がある。した

がって短期集中開発が求められるため、前述したスキルを

備えた１０人以上の技術集団を組まざるを得ない。現在こ

のニーズをエクサ内および国内ビジネスパートナーで充足

することは非常に困難といえる。
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図３　開発スケジュール
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取り決めておく必要がある。

　　・オフショア要員を国内サイトへ配置することの要否

　　・オフショア、エクサ、お客様間の情報・指示・要求

　　　内容の伝達ルート、手段

　　・開発環境の設置場所

　　・オフショアからお客様開発環境への接続要否および

　　　接続方式、許可手続きなど

　今回は現行機能の単純移行のため、機能仕様は明確であ

り、国内サイトへのオフショア参加は不要と判断した。た

だし補完手段として、エクサはお客様からの要望事項のオ

フショアへの反映、またオフショア側からの要求によるテ

スト情報入手などをタイムリーに進めることにより、正確

な情報の共有に努めた。

(5) 日本語版納品成果物の作成

　当然のことながら、成果物は日本語化してお客様に納品

する必要があるが、事前に以下の点について取り決めてお

く必要がある。

　　・客先への納品成果物と中間成果物（またはエクサへ

　　　の納品成果物）の明確化

　　・中間成果物の日本語化の可否

　　・納品成果物の翻訳タイミング

　すなわち膨大に発生するドキュメントに対して、何をど

の時点で翻訳するかによってそのためのコストが大きく変

化するからである。

　また納品成果物に対しては当然エクサ側のレビューが必

要であり、場合によっては何回も手直しが入る可能性があ

　　・システムの特徴、動作概要

　　・再構築対象リソース・開発規模

　　・既存設計書の有無、正確性

　　・必要なスキル分野等

　　・再構築方針

(2) 再構築プロジェクトのプロセス理解と役割分担の明確化

　エクサはすでにオフショア開発標準を整備しており、通

常のプロジェクトであればそれをそのまま適用することも

可能であるが、その場合もそのプロセスを十分に理解し、

当該プロジェクトにおけるエクサ側とオフショアの役割分

担を明確化しておくことが大切である。

　今回の再構築プロジェクトではその特性を考慮して、特

に設計プロセスの部分に一部カストマイズを加えることと

した。その詳細については3.3節で述べる。

(3) パイロットフェーズの設定による開発プロセスの実効

　　性評価と品質の検証

　開発プロセスが正しく機能するか、またその成果物の品

質が期待どおりのものになっているかどうかをできるだけ

早い時点で検証しておく必要がある。そこで今回の開発で

は図３に示すように全体スケジュールの中にパイロット

フェーズを設け、開発プロセスの実効性を検証するととも

に問題点の抽出と品質改善を行い、残りの全体フェーズに

反映させることとした。

(4) オフショア、エクサ、お客様のリレーション

　オフショアの適用の際は、提案段階からお客様に合意を

得ておく必要がある。また以下の点についてもあらかじめ
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図４　設計プロセス
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　　き、プロジェクトの遅延を未然に防止することができ

　　た。

 3.3. アプリ制御システム再構築における設計プロセ

　　　ス推進の実例

　今回のシステム再構築に向けてカストマイズしたプロセ

ス、およびその検証過程と実行した改善策についての実例

を以下に紹介する。

 3.3.1. 採用した設計プロセス

　エクサはすでに開発形態に応じた標準プロセスを整備し

ていたが、今回の特性を考慮した結果、エクサ側から本プ

ロジェクトにおけるプロセスと役割分担を再提示した。

　今回カストマイズした設計プロセスを図４に示し、その

内容を以下に説明する。

(1) 現行システム分析

　エクサのオフショア開発標準の中で「システム要求分析」

に相当するフェーズ。ここでは現行のソース・プログラム

を解析し、処理機能を明確に文書化する。またオープン環

境では実現困難な箇所を問題点として列挙する。

　成果物「システム要件書」（SRS: System Requirement 

Specification）としてまとめる。エクサはこれを机上に

てレビューする。

(2) 方式分析設計

　現行機能の処理概要記述とともに、現行システム分析で

顕在化した問題点を分析し、オープン環境で実現可能な代

替処理方式を検討してお客様に提案する。

　成果物「方式検討書」（SAD:Strategy Analysis Document）

る。そのたびに翻訳をしなおすことも大変な労力を必要と

することになる。

　今回のプロジェクトでは単純再構築という性格もあって、

客先への納品成果物をプログラム設計仕様書のみに絞り、

他の成果物は英語版のみとした。

　また設計書はすべて英語版でレビューを行い、レビュー

・コメントも英語で返すことで翻訳コストを抑えるととも

に、レビュー・サイクルの迅速化を実現した。このために

はそれなりの英語力が必要であることはいうまでもない。

(6) プロジェクト推進上のチェックポイント

　オフショアプロジェクトを進めていく上では、国による

文化の違いも含めてときに思わぬ食い違いが発生すること

が予想される。そのための予防措置を事前に計画しておく

ことがプロジェクト推進上の重要なポイントとなる。今回

のプロジェクトで講じた措置は以下のようなものである。

 1) 提出成果物の迅速なチェックによる早期問題発見

　　　限られた期間内でプロジェクトの納期・品質を達成

　　するためには、問題点の早期発見と迅速な対策が重要

　　となる。

　　　今回、前述したようにスケジュール段階でパイロッ

　　トフェーズを組み込んだが、特にその中で最初の数機

　　能に対する成果物が提出された時点で検証作業を行い、

　　いち早く問題抽出を行うこととした。実際そこで発見

　　された問題点を基に品質改善を行い、残り全体に反映

　　させることができた。

 2) フェーズ開始、中間での現地サポートの実施

　　　フェーズ・プロセスの開始時点および必要に応じて

　　オフショア現地でのチェック・サポートを行い、問題

　　発生の事前防止、また客先との連絡を通しての疑問点

　　の早期解決などに努めることがエクサ側の重要な役目

　　となる。すなわちエクサがプリッジSEの役割も担う

　　という姿勢が大切である。

 3) 週次定例電話会議の実施と問題発生時のエスカレー

　　ション体制

　　　プロジェクトの進行状況を監視する上で、最低限週

　　次での電話会議を義務付け、進捗報告と問題点の存在

　　有無を確認することは必要である。またプロジェクト

　　進行上の問題発生時にはトップレベルを巻き込んでの

　　エスカレーション体制を用意しておく必要がある。

　　　今回のプロジェクトにおいてもキックオフ時点でオ

　　フショア推進センターを含めての体制を取り決めてお

　　き、品質上の問題発生時に迅速な対応をとることがで
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③客先提出成果物である「プログラム設計書」を、HLD

　＋LLDをマージした形のDSDとして一本化し、その部

　分でのレビュー・インスペクションに注力することによ

　り、効率良く品質・精度向上を図ることが期待できる。

 3.3.2. 設計プロセスで実施した品質強化対策

　設計プロセスにおける品質はお客様納品成果物の品質の

みならず、作成されるプログラムの精度にも影響し、また

仕様の誤解からくる手戻りなど生産性の悪化にもつながる。

そのため、今回のプロジェクトでは設計書の品質を特に重

視した。

　品質強化のため、まずプロセスの初期段階で数本のDSD

をレビューして不具合点をチェックした。発見された不具

合点には以下のようなものがあった。

　・記述方式の統一性の欠陥

　・内容密度のエクサ側期待部分との差異

　・意思伝達不足による誤解に基づく記述の存在

　・図・表による読みやすさへの配慮不足

　これらの問題に対し、現地で対策会議を実施して決定し

た施策は以下のようなものである。

(1) 記述標準の徹底と記述内容の統一

　記述体系、記述レベルを統一するために１本のプログラ

ムをサンプル・ドラフトとしてDSDを作成し、それを標

準テンプレートとした。内容については表現方式まで踏み

込んで合意に達するまで徹底的に討議した。

(2) チェック・シートによる内部統制の徹底

　上記サンプル・ドラフトと討議内容にしたがって品質管

理用チェック・シートを作成し、複数人によるインスペク

ションの実施を義務付けた。

(3) DSDドキュメントの徹底レビュー

提出されたDSDドキュメントについてはエクサ側で全件

内容レビューを実施し、仕様の誤解、処理ロジックなど技

術的部分にまで踏み込んだチェックを行い、開発・テスト

時点での障害発生を極力排除することとした。

(4) コミュニケーションの充実

　上記レビューを効率的実施し、指示を明確に伝達するた

めに、週次の電話会議による進捗ミーティングとメール・

共有サーバ利用による情報交換だけでなく、こちらから定

期的に訪問し、担当者レベルとのウォーク・スルー方式レ

ビュー、課題発生時の現場解決に当たることにした。

としてまとめ、お客様の合意を得る。

　この方針検討は通常、概要設計（HLD:High Level Design）

の中で記述されるものである。しかし、概要設計プロセス

の完了後にお客様のレビュー・合意を得ることとすると、

ゆれ戻しが生じたときにはHLD全体の再作成が必要にな

り、開発スケジュール遅延を引き起こすことになる。そこ

で、このプロセスを追加した。また当初の役割分担では、

これをHCL社作成としていたが、期間的制約から、以下の

方式に変更した。

①ほとんど問題のない部分でのSAD作成はHCL社担当と

　する。

②早期に方針を決める必要のあるところはSRS作業と並行

　してエクサ側で「方式検討書」としてまとめ、お客様の合

　意を得た上でそれをSADとしてHCL社に送付・説明する。

(3) プログラム設計

　上述したSRSとSADを基に、AIX、Cの環境向けに機能

ごとにプログラムを設計する。成果物は後述のHLDとLLD

をひとつにして「プログラム設計仕様書」（DSD:Design 

Specification Document）としてまとめ、これを基にプ

ログラム開発を行う。エクサ側はDSD内容をレビューし、

不具合があれば指摘して修正を依頼する。

　エクサのオフショア開発標準では、設計フェーズは以下

の２段階方式で行うことになっている。

①概要設計（HLD:High Level Design）

　　外部設計フェーズに相当し、実現すべき処理機能内容

　を記述した設計書を作成する。

②詳細設計（LLD:Low Level Design）

　　内部設計フェーズに相当し、プログラムのコーディン

　グ・レベルにブレーク・ダウンした設計書を作成する。

　しかし今回はこのプロセスを一本化し、設計書をDSD

の形で記述することに変更した。その理由を以下に述べる。

①今回は大部分が現行機能構成をそのまま踏襲するため、

　通常の構築プロジェクトのようにデータモデリング、モ

　ジュール分割といった外部設計フェーズに必要な作業は

　ほとんど不要な状態にあった。また処理方式はSRSおよ

　びSADで明らかになっており、外部設計レベルの処理機

　能記述も改めて行う必要がない。

②HLDをお客様納品成果物、LLDを次工程であるコーディ

　ングに向けての中間成果物とした場合、HLDには概要

　レベルではなく、処理内容の説明までを含む粒度の細か

　い記述が必要となり、HLDとLLDの間でかなりの重複

　作業が発生することになる。�
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(6) Q/Aシートによる迅速な情報交換

　HCL社からの質問はすべてQ/Aシートにて受け付け、こ

ちらから回答するというサイクルを回し、情報を正確に伝

達することができた。Q/A数は約150件にのぼるが、ほと

んどは即日回答、中にはお客様の確認を必要とするものも

あったが、それも１週間以内に回答するように心がけ、作

業の停滞を極力抑えた。

(7) 現地レビュー方式によるコミュニケーションの充実

　机上レビューだけでなく、現地でウォーク・スルー形式

のレビューを実施することにより、正確な意思伝達を可能と

するとともに最終成果物完成までの時間短縮を可能とした。

 3.5. 今後の課題

　今後のオフショア開発推進に向けて、本プロジェクトの

経験を通しての反省点と今後の課題についてまとめてみた。

(1) 成果物の内容定義の明確化

　プロセスのカストマイズについてはプロジェクト計画の

時点で徹底的に討論し、合意を得てのスタートであったが、

成果物に関しては当初具体的な作成形式、記述内容まで明

確化していなかった。少なくとも各プロセスの開始前には

成果物に盛り込む内容、記述形式を標準化し、プロトタイ

ピングによる検証を通して明確化するべきであった。

(2) 問題の早期発見のための強化策の実施

　設計プロセスの初期段階では日本でのオフ・サイト・レ

ビューを基本としていたために、問題発見までの時間が若

干かかってしまった。前述したようにフェーズの開始時点

では特に現地サポートを行っておれば、もっとスムーズに

問題解決を行うことができた。

(3) コミュニケーションの重要性

　国内開発と同様に、丸投げ状態では決して成功しない。

電話会議、メールだけではなく、成果物の確実なレビュー

と、直接現地でのデスカッションを重ねることにより、品

質の向上とともに、信頼関係が生まれることがプロジェク

ト成功の鍵となる。このことを実感したのはある程度プロ

ジェクトが進行してからであり、今後の教訓としたい。

(4) 言語の問題

　オフショア開発である以上、言語の壁は存在する。コミュ

ニケーションのための言語問題以外にいくつか遭遇した壁

が存在したため、項を改めて紹介する。

　上記対策を行うことにより、一定の品質を保ちながらオ

ン・スケジュールで設計・開発を進めることができた。

 3.4. 本プロジェクトにおける成功の鍵

　本プロジェクトは、いくつかの問題は発生したものの、

高品質の成果物をすべて納期どおりに完成することができ

た。オフショア委託開発の成功事例の一つといえる。

ここに成功要因をいくつかあげてみた。

(1) ソースからの正確な機能仕様抽出

　現行プログラムの設計書のようなドキュメントが存在し

なかったため、機能仕様はすべてアセンブラ･ソースから

読み取るしかなかったが、HCL社は最初の要求分析フェー

ズで複雑な制御系の仕組みをSRSの形で短期間で分析する

とともに機能内容を明確に理解し、優れた技術力を発揮し

た。

　また本プロジェクトは現行機能の単純移行であり、一部

の制約による処理方式変更以外には、通常の開発プロジェ

クトで発生しがちな仕様変更による手戻りというものがほ

とんど発生しなかった。

(2) 必要リソースのタイムリーな入手

　必要な現行リソース、資料をすべてタイムリーにお客様

より提供いただけた。またテスト時点でもこちらからの要

求に応じてお客様から必要なテストデータを提供していた

だいた。

(3) 重要部分に関する事前検討の前出し

　HCL社側の現状分析と並行して、移行困難な部分に関し

ては、エクサ側で「方式検討書」としてまとめ、お客様と

協議の上合意したものを、HCL社に指示する方式とするこ

とで、作業停滞を抑制できた。

(4) 問題発生時の迅速な解決

　設計プロセスの初期段階で発生した品質問題に対して、

あらかじめ設定したエスカレーション体制に基づいてトッ

プダウンで即座に対策をとることができ、安定した品質の

成果物を納期どおりに完成することができた。

(5) 原文段階での徹底的なレビューの実施

　成果物の中でも特に設計仕様書（DSD）のレビューを

綿密に行い、問題点をその時点でつぶすことによって、開

発・テスト時点での障害を極小化することができた。また、

作成→レビュー→修正のサイクルを短くするために、レ

ビューはすべて英語版で行い、最終版を翻訳して最終成果

物とする方式を採用した。
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 3.6. 言語問題についての教訓

　ここでは言語問題について、教訓および苦労した点につ

いていくつか紹介する。

(1) 開発環境に存在する問題

　本プロジェクトでは開発環境はエクサから提供したが、

AIXをはじめCICS、DB2、MQなどの製品はすべて各国語

対応が行われており、最初は当然のごとく日本語版を提供

してしまったため、オフショア側では理解不可能な環境と

なってしまった。（例えばコンパイルのエラー・メッセー

ジが日本語で表示されると彼らには全く理解不能となって

しまう。）

　対策として、英語環境と日本語環境の両方を用意し、英

語環境でのテスト完了後に日本語に関係する箇所について

はエクサが日本語環境の中で確認テストを行う必要があっ

た。

　オフショア開発では、開発・テスト環境についても配慮

すべきである。

(2) 全角・半角問題

　制御システムの中で、全角／半角変換などの日本語操作

を伴うプログラムが存在した。また現行EBCDICをSJIS

（シフトJIS）に移行するため、SJISのコード体系も理解

させる必要があった。特にひらがな、カタカナ、濁音、半

濁音などを意識したロジックに対しては、日本語の文字体

系を理解させるのにかなりの苦労を要した。

(3) 業界用語に関する問題

　特に設計仕様書、ソースコードに業界用語やローカル用

語を英訳した言葉で書くと、かえって異なる言葉に翻訳さ

れたり、ソース内のコメントが分かりづらくなってしまう。

　　例）「事業所コード」：Business Office Code or 　

　　　　　　　　　　　　　Branch Office Code

　これをまた日本語に戻すと「事務所」「支店」などと訳

されてしまう。

　これを避けるため、今回はそれらの言葉は意味を正しく

理解させた上で、「JIGYO Code」というように記述して

もらうなどの工夫を取り入れた。

(4) 技術的話題における英語力の問題

　一般的なビジネスに関する話題については、通訳を通す

ことでコミュニケーション上問題ないが、AIX，CICSや

内部処理方式など技術的な話題になると通訳に頼ることが

できず、英語で直接会話せざるを得ない。またドキュメン

ト・レビューなども効率化のためには原文での直接レビュ

ーを行う必要がある。

　今後オフショア活用を広げていく上で、個々人が英語力

を日ごろから養っておくことが重要な要素となる。

 4. おわりに

　以上、アプリ制御システムのオープン化におけるオフ

ショア開発事例を紹介してきたが、今回のプロジェクト実

績をベースとして、メインフレームからオープンへのコン

バージョンに関して、オフショアのリソース・能力を活用

し、お客様に高付加価値のサービスを低コストで提供でき

る体制が整備できた。

　また今後の他の大規模SI案件に対応するための戦力とし

てもオフショアの活用が十分期待できる。

　今回の経験の中からいくつか教訓、苦労話も紹介したが、

今後オフショア開発を行う上で参考になれば幸いである。
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